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近年の災害の状況と防災情報に
関するこれまでの取組



近年における自然災害の発生状況
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○ 近年では、毎年のように全国各地で自然災害が頻発し、甚大な被害が発生。

【平成27年9月関東・東北豪雨】

①鬼怒川における浸水被害
（茨城県常総市）

③小本川の氾濫による浸水被害
（岩手県岩泉町）

【平成28年8月台風第10号】 【平成29年7月九州北部豪雨】

④赤谷川における
土砂・洪水氾濫及び流木による被害

（福岡県朝倉市）

【平成30年7月豪雨】

⑥小田川における浸水被害
（岡山県倉敷市）

【平成30年9月台風第21号】

⑦神戸港・関空における浸水被害
（兵庫県神戸市、大阪府泉佐野市）

【平成30年9月北海道胆振東部地震】

⑧厚真町の大規模土砂災害
（北海道勇払郡厚真町）

【令和元年8月前線に伴う大雨】

⑨牛津川の浸水被害
（佐賀県小城市）

【平成28年4月熊本地震】

②阿蘇大橋地区の
大規模土砂災害

（熊本県南阿蘇村）

【令和元年9月房総半島台風】

④

③

⑨

①

⑧

⑥⑦

②

⑩

【令和元年10月東日本台風】

⑪千曲川における浸水被害
(長野県長野市穂保地先)

⑪

【平成23年1月霧島山噴火】
（H29.10、H30.3噴火）

⑤新燃岳噴火による広域降灰被害
（鹿児島県霧島市）

⑤

都城市内の降灰状況

マグマ噴火の開始状況

⑩倒木の状況
(千葉県鴨川市)



平成30年7月豪雨による被害

2

高梁川水系小田川（岡山県倉敷市）
• 左岸及び複数の支川の決壊、右岸の越水により、

真備町を中心に浸水被害（約1,200ha、約4,600戸）

肱川水系肱川（愛媛県大洲市）
• 越水等により、大洲市全域で浸水被害（約3,100戸）

東大洲地区の浸水状況

平成30年７月豪雨により、広域的かつ同時多発的に河川の氾濫、がけ崩れ等が発生。これに
より、死者224名、行方不明者8名、住家の全半壊等21,460棟、住家浸水30,439棟の極めて

甚大な被害が広範囲で発生。

あやべしうえすぎちょう

京都府綾部市上杉町

■各地で土砂災害が発生

■各地で洪水被害が発生

ひろしまし あさきたく くちたみなみ

広島県広島市安佐北区口田南

※：消防庁「平成３０年７月豪雨及び台風第１２号による被害状況及び消防機関等の対応状況（第58報）」
（平成30年11月6日）



令和元年東日本台風（台風第19号）の被害
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○ 令和元年東日本台風により広い範囲で記録的な大雨となり、関東・東北地方を中心に
計142箇所で堤防が決壊するなど、河川が氾濫し、国管理河川だけでも約35,000haが浸水

○ これにより、死者99名、行方不明者3名、住家の全半壊等54,363棟、住家浸水37,289棟の極めて甚大
な被害が広範囲で発生。

北陸新幹線
車両基地

破堤点
（千曲川左岸
58.0k付近）

信濃川水系千曲川（長野県長野市） 阿武隈川水系阿武隈川（福島県須賀川市他）

上田電鉄別所線（千曲川橋梁）住宅等浸水状況（長野県長野市）

（12月2日時点）



平成30年7月豪雨・令和元年台風第19号でのダムの防災操作実施状況
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○国土交通省所管ダムにおける防災操作（洪水調節）実施状況の比較
・平成30年7月豪雨では、213ダムで洪水調節を実施し、8ダムで異常洪水時防災操作へ移行。
・令和元年台風第19号では、146ダムで洪水調節を実施し、6ダムで異常洪水時防災操作へ移行。

【出典】 第1回ダムの洪水調節に関する検討会 資料2-3、令和元年12月24月
ttps://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/damchousetsu_kentoukai/index.html



指定河川洪水予報と水位予測情報の提供

○水防法に基づき、洪水予報河川では、水位予測を行うとともに、「氾濫注意情報」、「氾濫警戒情報」、「氾濫危険情報」、
「氾濫発生情報」を発表。水位周知河川では、氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）への到達情報を発表。

○加えて、沿川市町村長に対し、水位上昇の見込みや河川の状況をホットラインにより説明。さらに、「氾濫危険情報」、
「氾濫発生情報」に合わせた緊急速報メール（洪水予報河川）、twitterなどのSNSを活用した情報発信を実施。
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レベル

はん濫の発生

はん濫危険水位

避難判断水位

はん濫注意水位

市町村の対応

避難勧告等の

発令判断の目安

避難準備・

高齢者等避難開始の

発表判断の目安
避難行動に時間を要す
る方は避難を開始

・指定緊急避難場所等
への立退き避難を基本
とする避難行動をとる。

・災害が発生するおそ
れが極めて高い状況等
となっており、緊急に避
難する。

住民に求められる行動

氾濫危険情報

氾濫注意情報

氾濫警戒情報

洪水予報河川で
発表される情報

・氾濫注意水位に到達し、さらに水位の上昇が
見込まれるとき

・氾濫注意水位以上で、かつ避難判断水位未満
の状態が継続しているとき

・避難判断水位に達したが、水位の上昇が見込
まれないとき

・氾濫危険水位に達すると見込まれるとき
・避難判断水位に到達し、さらに水位の上昇が

見込まれるとき

・氾濫危険水位に到達したとき
・氾濫危険水位以上の状態が継続しているとき

・氾濫が発生したとき
・氾濫が継続しているとき

氾濫注意水位

氾濫危険水位
（洪水特別警戒水位）

避難判断水位

堤防天端到達 住民の避難完了

氾濫発生情報 逃げ遅れた住民の救助等
氾濫の発生

4(

危
険
）

・既に災害発生している
状況であり、命を守るた
めの最善の行動を取る。

【根拠法令】
（洪水予報）

水防法第十条第二項
気象業務法第十四条第二項

（水位周知）
水防法第十三条第一項

※洪水予報の発表基準、
発表形式等は水局と
気象庁との協議により
決定

水位周知河川
で発表される情報

氾濫危険情報

緊急速報メール

緊急速報メール

Twitter など

Twitter など

ホットライン

ホットライン

ホットライン

ホットライン

ホットライン



指定河川洪水予報と警戒レベルとの関係

○河川の増水や氾濫などに対する水防活動の判断や住民の避難行動の参考となるように、国土交通省
または都道府県と気象庁は共同して、あらかじめ指定した河川（洪水予報指定河川）について、区間を
決めて水位または流量を示した予報を発表。

〇指定河川洪水予報と警戒レベルとの関係を整理。
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洪水予報で
発表される
情報

水位に関する情報 警戒レベル

水位 概要 とるべき行動 警戒レベル

氾濫発生情報 － －
災害がすでに発生していることを示す警戒レベル5に相
当します。災害がすでに発生している状況となっていま
す。命を守るための最善の行動をとってください。

警戒レベル5
相当

氾濫危険情報 氾濫危険水位
河川が氾濫する恐れのある
水位や安全に避難するため
に避難を開始すべき水位

地元の自治体が避難勧告を発令する目安となる情報で
す。避難が必要とされる警戒レベル4に相当します。災
害が想定されている区域等では、自治体からの避難勧
告の発令に留意するとともに、避難勧告が発令されてい
なくても自ら避難の判断をしてください。

警戒レベル4
相当

氾濫警戒情報 避難判断水位
市町村からの避難準備情
報などの避難情報が発表さ
れる目安となる水位

地元の自治体が避難準備・高齢者等避難開始を発令す
る目安となる情報です。高齢者等の避難が必要とされる
警戒レベル３に相当します。災害が想定されている区域
等では、自治体からの避難準備・高齢者等避難開始の
発令に留意するとともに、高齢者等の方は自ら避難の
判断をしてください。

警戒レベル3
相当

氾濫注意情報 氾濫注意水位
河川の氾濫の発生を注意
する水位

避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当し
ます。ハザードマップ等により、災害が想定されている
区域や避難先、避難経路を確認してください。

警戒レベル2
相当



タイムライン（防災行動計画）

○タイムラインとは、災害対応に従事する機関において、「いつ」「誰が」「何をするか」を明確にし、被害
の最小化を図るために策定するもの。

○国、地方公共団体、公益事業者等の関係者が連携して事前に取るべき行動を時系列で整理する。
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台風発生

台風上陸
の可能性

台風接近

国土交通省 市町村 住民

○台風予報

○大雨・暴風・高潮等特
別警報

○氾濫危険情報

○氾濫発生情報

○連絡体制等の確認
○協力機関の体制確認

○交通サービス
運行停止予告

○運行停止
○施設保全・待避終了

○被害状況の把握
○施設点検
○運行見通しの公表

○広域避難体制の
確認・周知

○避難勧告
・指示（緊急）

○支援の要請

○TEC-FORCE活動
（道路啓開等）

○被害状況の把握
○緊急輸送路の確保

○広域避難の開始

※水災害に関する防災・減災対策本部資料を簡略化

○台風に関する記者会見

（特別警報発表の可能性）

○大雨・洪水等警報

○運行停止手順の
確認・公表

○広域避難者の誘導
・受入

台風上陸前に
避難を完了

○氾濫警戒情報

○リエゾンの派遣

○所管施設の巡視・点検

○広域避難勧告・指示

○市町村長へ事態切迫状
況の伝達

○台風に関する記者会見

台風上陸
12時間前

台風上陸
１日前

台風上陸
３日前 体制の

早期構築
運行停止の可能性を早
めに周知

広域避難の可能性を
早めに周知

交通サービス

○屋内安全確保

災害発生
の危険性

台風上陸

○防災用品の準備

早期に
広域避難を開始

0時間前 早期復旧・再開が可能
となるように運行停止



市町村等との情報共有の強化

○国が管理する河川では、国土交通省の河川事務所長から市町村長等へ直接、河川の状況や今後の
見通し等を伝えるホットラインを開設し運用。

○都道府県が管理する中小河川においてもホットラインの拡大・定着が図られるよう、「中小河川
におけるホットライン活用ガイドライン」を策定（H29.2）。

〇河川管理者と市町村長などの多様な関係者が連携して洪水氾濫による被害を軽減するためのハー
ド・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進するため「大規模氾濫減災協議会」制度を創設。

【出典】水防災意識社会 再構築ビジョン https://www.mlit.go.jp/river/mizubousaivision/index.html 8

■大規模氾濫減災協議会

〔構成員〕
国土交通大臣、都道府県知事、市町村長、
水防管理者、河川管理者、気象台長 など

〔取組内容〕
（１）円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達、避難計画等
②平時からの住民等への周知・教育・訓練
③円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備

（２）的確な水防活動のための取組
①水防活動の効率化及び水防体制の強化
②市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進

（３）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取り組み

■水害ホットラインとタイムライン

・市町村長が避難勧告等を適切なタイミングで発令できる
よう、全国の直轄河川を対象に避難勧告等の発令に着目
したタイムラインを策定。

・水害時には、タイムラインに基づき、事務所長が市町村長
へのホットラインにより水位の状況等を伝達

ホットライン（※）

ホットライン（※）

※事務所長が市町村長へ水位の状況等を伝達



利根川（茨城県）における取組事例（令和元年東日本台風）

○ 令和元年東日本台風出水において、利根川では、河川事務所と茨城県境町で作成していた水害対応
タイムラインに基づき、事務所長と町長間のホットラインを10月11日から13日未明にかけ延べ11回実施。

〇 水位上昇前より、今回の状況等情報交換を開始し、避難の目安となる水位到達情報等の河川状況を
緊密に伝えたこと（現況水位と３時間後までの予測水位等）により、境町は十分な余裕（リードタイム）を
もって、避難準備、避難勧告・避難指示を発令し、住民へ避難を呼びかけ。特に避難指示においては、
町長自らがマイクを握り、住民に避難を呼びかけた。

【出典】 河川事業概要2020 http://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/pdf/index2020.html 9
利根川上流河川事務所から茨城県境町へのホットラインの実績 避難状況



危機管理型水位計・簡易型河川監視カメラ

○河川行政における技術課題や政策課題を解決するため、民間企業等が持つ先端技術等を活用して機
器やシステム等を開発し、現場に速やかに導入することを目的として、革新型河川技術プロジェクトを実施。

○これまで、洪水時の観測に特化した「危機管理型水位計」やリアリティのある河川情報を提供する「簡易
型河川監視カメラ」などを開発。
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屋外に容易に設置が可能で月明かり程度の明るさで静止画撮影が

可能なカメラ。リアリティーのある河川の状況を画像で伝えることで、

住民の適切な避難判断を促す。

■危機管理型水位計

洪水時のみの水位観測に特化した低コストな水位計を開発し、都

道府県や市町村が管理する中小河川等への普及を促進し、水位観

測網の充実を図る。

省スペース（小型化）
橋梁等へ容易に設置が可能

洪水時のみ観測することでコストの低減

機器の小型化や通信機器等の技術開発によるコスト低減

洪水時のみに特化した水位観測によりデータ量を低減し、IoT技

術とあわせ通信コストを縮減

機器費用は、１００万円/台以下

【特徴】

危機管理型水位計による水位情報の提供
時間

水
位

観測開始水位

氾濫開始水位

堤防天端からの高さ－０．５０ｍ

■簡易型河川監視カメラ

屋外に容易に設置
無線式の場合は電源・通信ケーブルの確保不要

（無線通信、太陽電池等を利用）

機能を限定しコストを低減
ズームや首振り機能は削除
機器本体価格は、３０万円/台程度

インターネットを経由して画像を収集
水位計のデータ等と併せて提供

（カメラ部）

（全景） 【 配信イメージ 】

【特徴】



水害リスクライン

○ 観測所地点の水位から上下流連続的な水位をリアルタイムで計算し、堤防の高さと比較することで地
先毎の洪水危険度を把握・表示する「水害リスクライン」により、災害の切迫感をわかりやすく伝える
取組を推進。

○ 危機管理型水位計により増設された多地点の実測の水位データを、水位計算にリアルタイムに反映
させることで、より精度の高い縦断的な水位を算出。

○令和元年６月１９日から１０水系において市町村等向けに提供開始。

○令和元年９月１１日から一般向けの提供サイトの運用を開始し、対象水系を５０水系に拡大。
○令和２年３月末時点で国が管理する全１０９水系で提供中 。

現行の洪水予報・危険度の表示 水害リスクラインを活用した洪水予報・危険度の表示

観測所水位
（ポップアップ）

観測所水位
（ポップアップ）

浸水想定区域図
（スクロール拡大）

カメラ画像
（ポップアップ）

基準観測所の水位で代表して、一

連区間の危険度を表示

左右岸別、上下流連続的に地先ごとの危険度を表示

11



住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト

12

参加団体

＜マスメディア＞
日本放送協会（NHK）、一般社団法人日本民間放送連盟
一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟
NPO法人気象キャスターネットワーク
エフエム東京
全国地方新聞社連合会
一般財団法人道路交通情報通信システムセンター（VICS）

＜ネットメディア＞
LINE株式会社、Twitter Japan株式会社
グーグル合同会社、ヤフー株式会社
NTTドコモ株式会社、KDDI株式会社
ソフトバンク株式会社

＜行政関連団体＞
一般財団法人マルチメディア振興センター（Lアラート）

＜市町村関係者＞
新潟県見附市

＜地域の防災活動を支援する団体＞
常総市防災士連絡協議会

＜行政＞
国土交通省水管理・国土保全局、道路局、 気象庁

第４回全体会議（令和元年12月20日）

各メンバーの取組状況や東日本台風の課題等
について意見交換

○ 本プロジェクトでは、情報を発信する行政と情報を伝えるマスメディア、ネットメディアの関係者等が「水
防災意識社会」を構成する一員として、それぞれが有する特性を活かした対応策、連携策を検討し、住民
自らの行動に結びつく情報の提供・共有方法を充実させる６つの連携プロジェクトをとりまとめ実行する。



住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト

受け身の個人 行動する個人へ避難
決断

より詳細な情報への誘導
二次元コード、共通ハッシュタグ等

ブロード
キャスト型

従来 強化

公式アカウントで情報発信

●メディア連携の促進

●地域コミュニティ
の防災力強化●切迫感とリアリティの追求

専門家の解説切迫した河川映像

プッシュ型

防災マイ・ページ
マイ・タイムライン等

●情報の個人カスタマイズ
の実現

避難インフルエンサー

逃げなきゃコール 等

プル型

防災コラボチャンネル
（CATV☓ローカルFM）
新聞
（ハザードマップ掲載等）

●情報のローカライズ化の促進

●情報の一元化・単純化による分かりやすさの追求
水害・土砂災害情報統合ポータルサイト、情報の「ワンフレーズ・マルチキャスト」の推進等

緊急速報
メール等

気象・水害・土砂災害情報

マルチメディア（TV・ラジオ・CATV等） ネットメディア（ウェブサイト・SNS等）

川の防災情報 等

スマート
フォン 等

13

○ 情報を発信する行政と情報を伝えるマスメディア、ネットメディアをはじめとする民間企業等が連携し、
それぞれの有する特性を活かした対応策、連携策を実施することで、住民自らの行動に結びつく切
迫感のある情報をタイムリーに、かつ真に情報を必要とする人へ届ける仕組みを構築。



気象・水害・土砂災害情報マルチモニタ（川の防災情報）

○これまで、情報発信者がそれぞれ提供していた情報を一目で確認できるよう、ポータルサイトにおいて、
「気象情報」、「水害・土砂災害情報」等を一元的に集約して提供。

14

関係機関の
防災サイトへのリンク

アクセス集中回避として
ＮＨＫとＹａｈｏｏ！の防災サイトをリン
ク

地域別の概況を選択



緊急速報メールによる切迫性の伝達

○国土交通省では、「水防災意識社会 再構築ビジョン」のもと、洪水時に住民の主体的な避難を促進す

るため、平成２８年９月から、緊急速報メールを活用した洪水情報※１のプッシュ型配信※２に取り組んでい
る。平成３０年５月１日から、国管理河川全１０９水系に配信対象をエリア拡大。
※１ 「洪水情報」とは、洪水予報指定河川の氾濫危険情報（警戒レベル４相当）及び氾濫発生情報（警戒レベル５相
当）の発表を契機として、住民の主体的な避難を促進するために配信する情報です。
※２ 「プッシュ型配信」とは、受信者側が要求しなくても発信者側から情報が配信される仕組みです。

15

※このメール配信は、国土交通省が発信元となり、携帯電話事業者が提供する「緊急速報メール」のサービスを活用して洪水情報
を携帯電話ユーザーへ周知するものであり、洪水時に住民の主体的な避難を促進する取組みとして国土交通省が実施するもの。



SNS等による防災情報の発信

○各事務所の公式ツイッターアカウントから、水害・土砂災害に関する注意喚起や早めの避難、河川水
位に応じた注意喚起など河川の状況に応じた情報発信を実施。

○令和元年９月３日には、「川の水位情報」サイトにＳＮＳ投稿ボタンを追加し，水位グラフやカメラ画像を
投稿を可能にした。

16

大雨に伴う洪水への
注意喚起河川情報の

入手先について
情報発信

【シェアできる情報】
河川横断図（水位観測所地点）
水位観測所の水位グラフ
ＣＣＴＶカメラ（静止画）

SNSのシェアボタンを追加

Ｓ
Ｎ
Ｓ
で
シ
ェ
ア



地方整備局・気象台による合同会見の充実

○令和元年東日本台風の接近にあたり、関東地方整備局と東京管区気象台が合同で説明会を開催、河
川情報の入手方法等を説明し その様子は民放（全国放送）で放送（１０月１１日）。

○全国で５地方整備局（東北地方整備局、北陸地方整備局、中部地方整備局及び近畿地方整備局）に
おいても各管区地方気象台と全９回の合同説明会を開催し、注意喚起を実施。

17

関東地方整備局と東京管区気象台の合同説明会
（読売テレビ「情報ライブミヤネ屋」より）

合同説明会の開催状況

整備局 出席者日時

関東

10月11日14：00 北陸地方整備局、新潟地方気象台

10月12日16：30 関東地方整備局、東京管区気象台

東北

関東地方整備局、東京管区気象台

10月11日11：00 東北地方整備局、仙台管区気象台

東北 10月13日  2:00 東北地方整備局、仙台管区気象台

東北 10月12日21:30 東北地方整備局、仙台管区気象台

近畿 10月11日11：00 近畿地方整備局、大阪管区気象台

10月11日13：30 中部地方整備局、静岡地方気象台

北陸

中部

関東 10月12日21：00

関東 10月11日14：00 関東地方整備局、東京管区気象台

８５

中部地方整備局と静岡地方気象台の合同説明会



地域メディア連携協議会

○令和元年６月から地域メディア連携協議会の設置を推進しており、３２道府県で３０協議会を設置済み
（１２月１日時点）。
○また、メディア連携協議会のメンバーによる中継訓練を実施し、中継方法を確認した。

18

関東地方整備局とNHKによる中継訓練
（令和元年７月１０日NHK「首都圏ネットワーク」より）

新潟県の地域メディア連携協議会の開催状況
（令和元年7月25日）

（12月1日時点：32道府県30協議会）

インタビューによる状況説明訓練



民間事業者による防災情報の発信

○国土交通省、都道府県砂防部局、気象庁及びYahoo!が連携して災害情報におけるコンテンツ強化。
令和元年６月２５日にYahoo!による「大雨警戒レベルマップ」の提供を開始。

19

土砂災害警戒区域

大雨警報（土砂災害）の危険度分布

都道府県砂防部局が調査・指定
国土交通省がオープンデータ化

気象庁が発表

大雨警戒レベルマップ

広島県・ヤフー(株)が共同開発

× 提供



大雨特別警報の精度向上

○ 顕著な大雨に対する観測・予測技術開発の強化を図るとともに、近年の災害事例も踏まえ、災害発生
との結びつきが強い危険度分布等の新たな技術を活用し、大雨特別警報発表の精度向上を図る。また、
これを通じて、現行の大雨特別警報の位置づけや役割のもとで、発表基準や指標の見直しに向けて検討。

○特に、より局所的な現象についてもこれまで以上に適切にとらえることができるよう、危険度分布の技
術に基づく新たな大雨特別警報の指標の導入に向けて、関係機関との調整に着手。

20

現行の指標 新しい指標

② 48時間降水量及び土壌雨量指数において、
50年に一度の値以上となった5km格子が、
共に50格子以上まとまって出現。

① 3時間降水量及び土壌雨量指数において、
50年に一度の値以上となった5km格子が、
共に10格子以上まとまって出現。

○ 短時間指標

○ 長時間指標

大雨特別警報の発表指標 ※以下の指標を満たすと予想され、さらに雨が続く場合に発表

【課題】
これまでの運用実績を検証したところ、多大な被害
発生にも関わらず発表に至っていない事例等がみられる

改改
善

＜改善ポイント①＞
指標を、50年に一度の降水量等から、危険度
分布で用いている災害発生との関連の深い指数
そのものの値に変更し、その基準値については
地域の災害特性を踏まえ都道府県毎に関係機関と
調整して設定。
⇒ 重大な災害発生の蓋然性が高まった場合に、
より適切に発表できるように。

＜改善ポイント②＞
発表判断に用いている格子間隔を、5km格子
から1km格子に変更。
⇒ 局所的な現象でも、より適切に発表できるように。

※ 当面、短時間指標の見直しから着手し、長時間指標に
ついても同様の技術による改善に向けて検討を進める。



異常洪水時防災操作

○洪水で「もうすぐ満水」となる場合、流入と同じ量の放流を行う「異常洪水時防災操作（④）」を実施。

21

流量

時間

ダ ム に
貯 留

ダ ム に
貯 留

流量

通常の防災操作（洪水調節）

異常洪水時防災操作

ダ ム へ
の 流 入
量

計画規模の洪水

ダムへの流入量

ダムからの放流量

ダムから
の放流量

ダムから
の放流量

異常洪水時
防災操作へ移行

ダ ム へ
の 流 入
量

貯留

ダムに洪水を貯めることで
下流の流量を減らし
災害を防ぐ。

同じ量



令和元年台風第１９号 異常洪水時防災操作実施ダムの概要

○令和元年台風第19号では、146ダムで洪水調節を実施し、6ダムで異常洪水時防災操作へ移行。

異常洪水時防災操作実施ダム位置図

那珂川水系 塩原ダム（栃木県）
なかがわ しおばら

鮫川水系 高柴ダム（福島県）
さめかわ たかしば

大北川水系 水沼ダム（茨城県）
おおきたがわ みずぬま

久慈川水系 竜神ダム（茨城県）
くじかわ りゅうじん

防災操作（洪水調節）実施ダム（146ダム）
うち、異常洪水時防災操作へ移行したダム（6ダム）

天竜川水系 美和ダム（直轄）
てんりゅうがわ みわ

相模川水系 城山ダム（神奈川県）
さがみがわ しろやま

美和ダム 中部地整

高柴ダム 福島県

塩原ダム 栃木県

水沼ダム 茨城県

竜神ダム 茨城県

城山ダム 神奈川県

ダム 管理者

○各ダムの諸元

○各ダムの最大流入量と最大放流量

本数値は、速報値であるため変更となる可能性があります

22【出典】 第2回ダムの洪水調節に関する検討会 資料3-2、令和2年2月6月
ttps://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/damchousetsu_kentoukai/index.html



令和元年台風第１９号美和ダムに係る操作・情報伝達の状況

23

○中部地方ダム等フォローアップ委員会（令和元年12月11日）で、台風第１９号接近時の美和ダムの操作、関係機関へ
の周知、地域住民への周知、これまでの取り組み等について報告を行い検証を実施。

○具体には、避難時間を確保できるよう異常洪水時防災操作移行の３時間前に関係機関へ通知したことや、異常洪水
時防災操作は洪水を確認しながら急激な放流をできる限り緩和して実施したこと等を報告。

○委員からは、操作や周知方法では問題はなかったという結論とともに、「異常洪水時防災操作に入る前に、少なくと
も浸水想定区域内の住民は全員避難が必要、ということを基本的な考え方にすべきである」等のご意見があった。

【出典】 第2回ダムの洪水調節に関する検討会 資料3-2、令和2年2月6月
ttps://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/damchousetsu_kentoukai/index.html



令和元年台風第１９号美和ダムに係る操作・情報伝達の状況

24【出典】令和元年 台風第19号による天竜川水系（長野県内）の出水状況、
令和元年10月16日、天竜川上流河川事務所他

美和ダム

さわんど

沢渡
水位観測所

天竜川上流河川事務所による記者発表
令和元年10月12日 21時00分

台風第１９号に関する情報について【河川情報第1号】

１．概要：美和ダム（天竜川水系三峰川、長野県）において、大雨
によりダムの容量がいっぱいになる見込みとなります。そ
のためダムで行っていた洪水の調節を終了し、これから降
る雨で上流から流れてくる水を下流へ流す操作を12日21時
00分から予定しています。
これにともない、伊那市から飯田市にかけて下流河川の
水位が氾濫危険水位（レベル４）を越える恐れがあります
ので、市町村からの避難情報等を確認するとともに、各自
安全確保を図るなど適切な防災行動をとって下さい。

美和ダムでの防災操作の実施により、最大約1,480万m3の水を貯
留し、ダム操作がなかった場合と比較して、 ダム下流の沢渡（さわん
ど）地点の水位は、約50cm低下したものと推定されます。

氾濫危険水位
避難判断水位
出動水位
氾濫注意水位

沢渡（さわんど）水位観測所の水位



予備放流・事前放流

○洪水が予測される場合、事前にダムの貯水を放流し、水位を下げる。

【出典】第1回 ダムの洪水調節に関する検討会 資料2-3、令和元年12月24日
http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/damchousetsu_kentoukai/dai01kai/2-3_R1T19_dam_taiou.pdf 25

【予備放流】

建設時の費用負担に基づき、通常時は利水用途に使い、
洪水時は治水用途に義務的に使うこととしている容量
から、洪水前に貯留水を放流して水位を低下。

※河川法に基づく操作規則に位置づけている。

【事前放流】

建設段階で河川管理者は費用を負担していないものの、
利水者の協力（了解）がある場合に、対価なしで利水
容量の一部を治水用途に使わせてもらい、洪水前にその
貯留水を放流して水位を低下。

▽ 平常時最高貯水位（常時満水位）

▽ 洪水時最高水位（サーチャージ水位）

洪水調節容量

▽ 予備放流水位

▽ 平常時最高貯水位（常時満水位）

▽ 洪水時最高水位（サーチャージ水位）

洪水調節容量

利水容量利水容量

洪水調節容量と利水容量
を兼ねる容量を使用

利水容量を一時的に使用



ダム放流情報を伝えるための工夫

○住民の避難等の措置に対し、大規模洪水時におけるダムの操作に関する通知の重要性が増加してお
り、より切迫感をもって緊急性を伝えられる放流通知に変更。
○異常洪水時防災操作の記者発表を行うことで、報道機関の協力を得て住民に周知。

26

ダム放流通知文の見直し

より切迫感が伝わ
るように、「至急」、
「重要通知」などの
表示

避難に要するリー
ドタイムを踏まえた
通知時期の設定

警戒レベルの表示

（避難勧告等に関
するガイドライン改
定にあわせたレベ
ル表示）

自治体が発令する
避難勧告等の判
断に必要な情報を
記載

異常洪水時防災操作へ移行することの記者発表を行うことで、
テレビ等の報道機関の協力により、関係住民へ周知

異常洪水時防災操作に関する記者発表

※異常洪水時防災操作とは、大きな出水によりダムの洪水調節容量を使い切る可能性が生じた場合、ダム流下量（放流量）を

徐々に増加させ、流入量と同程度の流量を放流する操作のことです。



ダム放流情報を伝えるための工夫

○野村ダム、鹿野川ダムでは、ダムの放流量等の定量的な情報だけでなく、危険度に応じたカラ
ー表示等の情報発信を試行。
※地域住民や肱川を訪れた人がその危険性を直感的に理解できる取組を実施。
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小型表示板のカラー表示 回転灯のカラー表示 大型表示板のカラー表示

ダム情報等の危険度（イメージ）

危険度１
ゲート放流開始

危険度２
洪水調節開始

危険度３
一定開度放流開始

危険度４
異常洪水時防災操作の予測

ダム放流量

ダム放流量

表示イメージ 段階イメージ

流量

時間

危険度４(非常)：

危険度３(危険)：

危険度１(注意)：

危険度２(警戒)：

異常洪水時防災操作の予測～

一定開度放流（1,150m3/s～）

洪水調節（一定量放流）（600m3/s）

ゲート放流



「洪水」について
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（目的）
第一条 この法律は、河川について、洪水、津波、高潮等による災害の発生が防止され、河川が適正に利用
され、流水の正常な機能が維持され、及び河川環境の整備と保全がされるようにこれを総合的に管理するこ
とにより、国土の保全と開発に寄与し、もつて公共の安全を保持し、かつ、公共の福祉を増進することを目
的とする。

【解説】
「洪水、高潮等による災害の発生の防止」とは、洪水、高潮その他の異常な天然現象による災害のほか、通常の

河川の状態において発生する河床の上昇若しくは低下、河岸の浸食又は地下水のくみ上げに起因する地盤沈下に
よる溢水等の自然的原因又は人為的原因のいずれによるかを問わず、河川の流水によって生ずる災害の発生の
防止を意味する。

（目的）
第一条 この法律は、洪水、雨水出水、津波又は高潮に際し、水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害
を軽減し、もつて公共の安全を保持することを目的とする。

（国の機関が行う洪水予報等）
第十条 気象庁長官は、気象等の状況により洪水、津波又は高潮のおそれがあると認められるときは、その
状況を国土交通大臣及び関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応じ放送機関、新聞社、通信社その
他の報道機関（以下「報道機関」という。）の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。
２ 国土交通大臣は、二以上の都府県の区域にわたる河川その他の流域面積が大きい河川で洪水により国民
経済上重大な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、気象庁長官と共同して、洪水の
おそれがあると認められるときは水位又は流量を、はん濫した後においては水位若しくは流量又ははん濫に
より浸水する区域及びその水深を示して当該河川の状況を関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応
じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。

水防法

河川法

【出典】［逐条解説］河川法解説、河川法研究会


